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消防職員の団結権回復にむけた要求
　地方自治の確立、また公務員の労働基本権確立と自律的労使関係制度の構築に向けた貴職のご尽力に改めて敬意を表します。
　とくに、消防職員の団結権回復に関しては、昨年6月2日に貴職より「消防職員の団結権については付与することを基本的な方向としつつ、技術的な検討を進める」という基本的な考え方が示されて以降、6月10日の連合・政府トップ会談では、枝野前官房長官から「消防職員に団結権を付与する」との考えが示され、12月26日に貴職より示された「地方公務員の新たな労使関係制度に係る主な論点」においても、消防職員に団結権を回復することで指揮命令系統や職場内の信頼関係、警察・自衛隊など他の機関との連携に支障をきたすのではないかという疑念を払拭する内容が示されたことは、消防職員の意をさらに強くするものと考えます。
つきましては、以下の点について、改めて要求いたします。

記

１．可及的速やかに「地方公務員制度改革関連法案」を策定し、「国家公務員制度改革関連四法案」に遅れることなく、今国会での可決成立をはかること。
２．「地方公務員制度改革関連法案」においては、地方公務員法第52条5項における「及び消防職員」との文言を削除し、消防職員に対し、他の職員と同様に団結権を認めること。これをもって、消防行政のより円滑な運営、職場の活性化、業務の向上・改善に資すること。
以上

